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1.問 題 意 識

企業の採用活動 において、人材の多様化を模索する動 きがでてきた。少子化 ・高齢化に伴 う労働人 口

の減少や経済の ソフ ト化の進展により、今まではあま り重要視されてこなかった人材 女性、高齢者、

外国人、障害者 を新たな戦力 として組織に取 り込んでいく必要がでてきている。 これまでの 目木的

経営 を支 えてきた画一的 ・同質的人材による滅私奉公は過去の もの とな り、これか らはバ ラバラの個性

や多様性 をもつ人材 を多面的尺度か ら選抜 し、 自立的な個から生み出される新たな活力 を組織に注入 し

ていくことが求められる。そ して、こうした人材の多様化 を促進するうえで、女性の能力活用は有益で

あり、昨今の女性の高学歴化と男女雇用機会均等法の拡充によって、労働力 としての女性 の潜在価値は

増 してきている。

こうした新たな戦力として女性従業員への期待が高まる一方、現実の企業iの採用活動を見てみ ると、

それ とは異なる状況が展開 している。たとえば、幸成14年3月 に高校および大学卒業予定者 の就職内定状

況を調査 した結果、高卒では男性68.4%、 女性58,1%、 大卒では男性78.6%、 女性73.6%と 、相変わら

ず男女格差は歴然 としている1。また、かっては 「現役入学、自宅通学、縁故」の3要 素が女子学生の就職

活動の決め手としてあげ られてきたが2、現在で も、面接試験で女性に対 してのみ偏見に満ちた質問が課

☆短期大学専任講師

1厚 生労働省 「平成]4年3月 高校新卒者就職内定状況等調査」、厚生労働省 ・文部科学省 「平成13年 度大学等卒業予
定者就職内定状況等調査」
2安 田(1999)40頁
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せ られるなど差別の現状は見受 けられ3、依然 として、女性志願者の相対的採用難が続いているといえる4。

本来、 こうした差別は男女雇用機会均等法の成立、 さらには改正均等法の施行によって原則禁止されて

いるはずだが、コース別雇用管理制度の運用実態が物語 るように、外見上は純然たる職種別採用の体 を

成 しなが ら、実質的には性別採用を助長するよ うな状況が温存 され るな ど、企業内の人事管理における

真の意味での男女平等は未だ確立されていない5。

このように理屈に反 して、企業が女性採用に二の足 を踏む実情に対 しては、じ、くつかの理由が考え ら

れ る。 まず、その一つ として、平均 して女性は男性に比べ勤続年数 が短 く、採用上の リスクを回避する

ためにも女性は差別 して扱 ったほ うが無難であるとい う見解がある6。つま りは、いつ辞めるともわから

ない人材に教育訓練や重要な意思決定の権限を与えるのは危険であり、採用段階での不確実性を極力押

さえる意味で女性の採用を控えるとい う発想に至る。 また、家父長的な性別役割分業の見地にたつと、

男性は一一家の大黒柱 として経済的責任が重く圧 し掛かってお り、職務に対 して女性以上に意欲的に取 り

組 まざるをえない状況におかれている。まさに、男性の強い就業意欲はマズロ・一一の欲求五段階説7でい う

ところの生存 レベルでの欲求に根 ざす ものといえ、ここに、人材選別における男性尊重の論理の正当性

が見出される。最近では、終身雇用制が崩れ長期雇用を前提とする人材 を少数精鋭に絞 り込む現象が多

くの企業で見られている。そ して、そ うした コア人材に対 しては、長期的視野での社内育成 ・教育訓練

を基本とす る姿勢が企業内に根強 く残 されている8といわれ、その点からも、数年の腰掛けのつもりで就

職 を考えてい ると思われるグループ(女 性)よ りも、本格的に職業生活を考えていると思われ るグルー

プ(男 性)の なかから、入社への熱意や仕事への意欲に溢れる者を選 りす ぐっていくことが、人材 の戦

力化に有益な策 となる。 これを裏付けるように、企業が就職試験の判定にあた り最 も重視する側面は、

応募者 の 「意欲の高さ(Xネ ルギッシュで行動力があること)」であるとい ういくつかの調査結果9が報告

されている。

しか し、こうした男性優先を導 く議論 に対 して、疑問も浮上する。たとえば、意欲の高い人の採用が

高い生産性の獲得 につながることは大いに頷けるが、果た して、意欲の高さは、女性 よりも男性のなか

に多く見出され るものなのか。言い換えれば、意欲の高い人を効率的に選抜するためには、まず始めに、

性差 によって志願者 を振 り分けることが合理的なのか。 また、意欲のなかで も自己実現欲求に基づ く意

欲 の高さを人材に求めたとき、その高低を測 る尺度 として男女 とい う二分法は本当に意味があるのだろ

321世 紀職業財団(2001}の 調査で
、面接時に女性だけが、「結婚や出産後も働き続けるかjと 質問されるとい う差

別の実態が多くの女性から寄せ られていた。11頁
41995年 から98年 にかけて

、企業における男女の均等処遇に関して、その変化を募集 ・採用 ・配置 ・配置転換 ・教育
訓練の5分 野で調査を行った結果、募集における均等度は改善傾向にあったのに対 し、採用分野での均等度は5分 野

中最低とな り、企業の女性採用は依然 として差別的状況のまま推移していることが明 らかとなった。(武 石(2002))
5渡 辺(1995)165頁
6こ の考え方は経済学の理論である 「統計的差別理論」にもとついている

。「統計的差別理論jに ついては、次章で詳
しく取 り上げる。
(Maslow(1954)
8和 田(200Dで

、企業のコア人材調達のために、大学生の新卒一括採用が主要な役割を担っていることが示 されて
いる。また、松江 ・高橋(200Dで は、最近の企業の人事戦略において、「能力主義 ・業績主義の徹底」とともに 「人
材育成 ・教育訓練の強化」が重視されていることが指摘されている。
9永 野 ・根本 ・木谷 ・牛尾(2002)

、また、日本労働研究機構(2000)の 調査でも、8割 以上の企業が 「意欲の高さ」
を最重要視 しているという報告がある。
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うか。 こ ういった問題意識が湧 き上がる背景 として、現代の若者に顕著に見 られ る価値観や意識の変化

があげ られる。男女を問わず、学校を卒業 して も定職につかないフ リーター、正社員 として入社 しても

2,3年 で退職 してしま う大卒就職者の増加な ど10、これ までのジェンダー意識 のもとでは到底考えられな

い よ うな事態 が着実 に進 んで きてい る。若 年層 を 中心 にジ ェンダー フ リー化 の流 れ が広 力1ってい る今 、.

男性 ばか りが長期的視野で職業生活 を捉え、高い就業意識をもっとは限 らない。女性 でも、誰 もが結婚

や出産までの期限付.きで仕事をしよ うと考えてい るわけではな く、なかには・一一生涯続 けられるような専

門的職業人を 目指す者 もいれば、経営 トップへの昇進を目標に掲げる者 もい るはずである。む しろ旧来

のジェンダー観では説明できない、男女の枠 を超 えた様々な就業意識、個人個人異なる考え方が存在す

るのではないだろ うか。その点、男女とい う枠組みで人材 を区別 して しま うや り方には、かえって多 く

の優秀な才能を取 りこぼす危険性が潜んでいると考えられ、 ここにきて、従来のジェンダーバイアスを

もとに構築 された企業の採用戦略について、改 めてその意義や効果を検証する必要性が高まってきたと

いえる。すなわち、企業は従来型の性別役割分業に準拠 した人材活用か ら脱 し、今 日的な枠組みでのジ

ェンダー観に対応 した新たなジェンダー ・マネジメン トの構築が求められるようにな〔たのである。

今n、 通年採用の導入な ど、採用方法にも多種多様な試みが成 され るようになってきているが、依然

として、毎年4月 の新卒一括採用が労働力の安定調達に重要な役割を果たしていることに変わ りはない11。

また、2000年 以降、新規学卒就職者 の うち大卒者が占める割合が最大 となり12、今後ますます大卒者 を主

眼 とした対応策に採用戦略上の比重が増 して くることが予想 されてい る。以上のことをふまえ、本論文

は、大学生を対象に就業意識並びに就職活動に関する実証研究を行い、今f'1の就職志願著たちの意識や

価値観の実態を明 らかにすることにより、ジェンダー ・マネジメン トの視点か ら新たな採用戦略を模索

す ることを目的とした。 これにあたっては、まず、企業の採用活動における暗黙の判断基準である男女

別に焦点をあて、性差によって学生の就業意識や就職活動の展開に差異が生 じるのか検証する。そ して、

さらに大学生の就業意識構造をつかむべ く、対象者をいくっかの意識 タイプに分類 し、それぞれについ

ての就業観や就職活動のあ り方について分析す ることとした。

2.大 学生の就業意識や就職活動に関する先行研究

1)女 子大学 生 の就 業意識

まず、近年の特徴 として第一にあげられ るのは、女子大生全体としては時代を追 うごとに職業意識の

高ま りが認め られ るものの、個人 レベルでは様々なキャリアパターンを選好する就業意識 の多様化 ・分

化傾向が見 られ る13点である。これには女性の就業者が増加 した分、様々な価値観 をベースとした働き方

10黒澤 ・玄田(2eo1)で は、「1990年代における新規学卒者の3年 以内に離職する割合が中学卒で7割 、高校卒で5割 、
大学卒で3割 にのぼる」ことを指摘している。
11日 本労働研究機構(2000)187頁
!2平 成13年 の学校基本調査によれば、男性では平成7年 より新規学卒就職者にしめる大卒者の割合が最大となってい
る。女性では、大学進学率の上昇に伴い大卒者割合が年々上昇 し、平成12年 にはじめて高卒の割合を上回って最大と

なり、平成13年 には さらに上昇 して全体の38.5%を 占めるまで となった。
13神田(2000)に よれば女子大生の就業意識は 「短期 ・無職型jとrパ ー トタイム再就職型」グループ と 「職業継続型」

とrフ ルタイム再就職型ゴのグループに二分 される。前者は最初から役割分業を受け入れているためそれを問題 とす
る意識 自体が弱く、職業における平等よりも家庭内の平等のほうに関心の的がある。後者は役割分業から開放されて
いるが、育児専念観は根強く残 り、'特に 「中断後フルタイム再就職型」には育児役割にっいて強固な性別分化の意識

をもっている。
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に対す る意識 の 多様 化 が起 こって きてい る と言 え る。60年 代か ら90年 代以降 へ と時代 が移 り変 わ るにっ

れ 、女 子大生 の就 業意識 は全般 的に よ り職 業 中心 の価値観 ヘ シフ トしてお り、就 職後 の職 業継 続意識 を

尋 ね る調査 で も調 査年次が 現代 に近づ くほ ど職業継続 型 に対す る支持 率が高ま って きてい る14。こ うした

背景 と しては、男 女平等 の確 立 を推 し進 め る国 際的活動 の高 ま りや時代 の趨 勢を受 け、 日本 で も男 女共

同参 画社会 の実現 が声 高に唱 え られ る よ うにな り、 社会 全体 にジェ ンダー フ リー化 の波が押 し寄せ て き

た こ とが あげ られ る。 この ジェ ンダー フ リー志 向 の高ま りは、特 に若年層 に顕 著 であ り、他 の年齢層 に

も影響 を与 えるか の よ うに全 体で の支 持率 も年々 上昇 を続 けてい る。 また、男女別 で は、圧 倒的 に女性

の ほ うが ジェ ンダー 中立度が 高い とい う傾向 も認 め られ る15。 しか しなが ら、全 ての人が1日来のジ ェンダ

ー意識 か ら開放 され たわけ ではない。 当然 の ことなが ら、 なかに は旧態 依然 と した役 割 分業が残存 し主

要 な家事 ・育児 は 女性 の手 に委ね られ た まま とい う家庭 も存 在 してお り、各家庭 の事情や 人それぞ れの

価値 観 に よって、 働 き方 に対す る志 向性 もこれ まで以 上にバ ラエ ティーに富む よ うに なって きた と考 え

られ る。 そ の意 味 で、現代 は旧来 の価値観 か ら新 しい ジェ ンダー観 へ移 り変 わる過渡期 で ある と捉 え ら

れ 、それ ぞれ が新 旧 と りど りの ジ ェンダー観 に照 ら し合 わせて、家庭 生活 と仕 事生活 との調和 を ど う考

え、現 実 として どの よ うな キャ リア形成 のパ ター ンを とってい くのか とい った、 ま さに多様 な就 業意識

が 混在す る時 代で ある と考え られ るのであ る。

次 に、二 つ 目の特徴 と しては、女 子大生 の就 業意識 と就 職 後の就 業実態 との間 に明 らか な乖 離が 見 ら

れ る点 があげ られ る16。す なわ ち、 前述の通 り高学歴女性 の多 くは 高い職 業意識 を もち17継 続的 な就 業パ

ター ン を志 向 してい るが、現 実の生活 では、 出産 な どを きっかけに職業 を中断 し専業 主婦 とな るケース

が 、他 の学歴層 と比 べて 最 も多い とい う矛 盾 を指す18。 これには、女性 労働 とジェンダー観 との関 わ りの

深 さが影 響 して い る もの と考 え られ る。た とえば、日本 にお ける女性 の労働 力率 を年齢 階級 別にみ る と、

M宇 型 カーブtgを 描 くことが特徴 と して あげ られ る。M字 型 カー ブ とは、伝統的 な性別 役割 分業 に基づい

て 、女性 は、家庭 責任 が重 くな る年齢時 に は就 業継続 を断念す る こ とを意味 し、 そ うした特有の就 労ス

タ イル を女性 に対 し暗黙 の うちに強制 す る社会 通念や 社会的規範 の象徴 として捉 え るこ とがで きる。 日

本 では前述 の ジェ ンダー フ リー志向 の高ま りにつれ 、年々M字 型カーブ の解消が進 ん できてい るが 、多

くの先進 国 ではす でに70年 代後半以 降M字 型 は消滅 し女性 も男性 と同様 の就労パ ター ンへ と変化 を遂 げ

て お り、その点 か ら 日本 の女性 労働 が世界の趨勢 か ら大 き く立 ち遅れ てい るこ とが窺 え る2e。 さらに、そ

14神 田(20eo)に60年 代か ら90年代以降の女子学生のキャリアパターン意識の変化を記 した調査報告がある
。p.6815ジ

ェンダーフリー化の高ま りについては、総理府が数年おきに行っている 「女性に関す る意識調査」や 「男女共同

参画に関する意識調査」な どの世論調査の結果から明らかである。これにっいて論じた牛尾(2000)、 牛尾(2001)も
参照 されたい。
16神 田(2000)67頁
1721世 紀職業財団(2002)の 調査において

、仕事 と家庭の両立をしている女性就業者に就業継続理由を尋ねたところ、
四年制大学 ・大学院卒の女性については 「もともと働き続けるつもりだった」、「将来のキャリア形成のため」を理由
にあげる割合が高く、他の学歴女性に比べよりキャリア意識が高いことが示されていた。
Is小杉(1995)に よれば、高学歴者ほど結婚や出産で退職 したのちは職業につかない(無 業者)比 率が高く、その理由
として高学歴女性は高学歴男性 との結婚により生活 レベルが高 く、働 く必要性が少ないことが指摘されている。p,103
19女 性 の労働力率を年齢階級別にみると

、20～24歳 層、45～49歳 層を左右のピークとして、30～34歳 層をボ トムと
す るM字 型カーーブを描いている。(厚 生労働省(2002)2頁)
20深 澤聖子(2000)「 女性労働 と社会政策」木本喜美子 ・深澤和子編著 『現代日本の女性労働とジ

ェンダー』 ミネル
ヴァ書房52-85頁
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れを大学卒の女性に限ってみてみると、年齢階級別労働力率はM字 型ならぬ 「キリン型曲線」とな り21、

高学歴女性が一時は職業につきながらも結婚や出産を機に退職 し、その後は二度 と労働市場に舞い戻る

ことはない現実が如実 に現れている。 とはいえ、こうした実態 とは裏腹に意識面では全 く異なる一面を

もち、高学歴女性には職業継続型の就業意識 をもつ者が多いことも確かである22。こうして、大学に就学

した女性 は他の学歴 レベルの女性に比べて高い職業意識をもつ反面、現実の就業スタイルでは家庭責任

との兼ね合いから就業継続 を中断するパターンが多いとい う矛盾が起こってくるわけだが、この就業中

断を導 く主要な要因として、女性の育児に対する役割意識のあ り方が強い影響をもつ ことが指摘されて

いる。 とい うのは、女子大生の多 くには、性別役割分業における女性役割のなかでも、育児に対する責

任を家事な どとは異なる次元で捉える傾向が強 く、強固なまでの育児役割への固執が出産を機に退職す

る女性を増加 させ、マ クロ的現象として 「キ リン型曲線」を成 立させる原因となっていると見 られてい

る23。その点か ら、高学歴 女性の就業パターンの選択において、ジェンダーフリー化の進展に伴 う意識変

化 と、育児をめぐる役割分担意識の強固 さとの どち らがより強い影 響力をもつのか解明の余地が残 され

ていると考えられ る。

次に、3つ めの特徴 として、女性の就業意識の変移可能性があげ られる。大卒女性の増加 とそれに伴 う

就業意識 の多様化 によって様々なタイプの女性就業者が輩出されるようになったが、その意識 自体が学

生時代に抱いていたもの と実際の職業経験後とで大きく変化する傾向が認め られ る。入社前には仕事に

対す る強い思いはなかった者で も何年か仕事の経験をつむことによって、いつ しか本格的な職業人生を

歩む ようになるといったケースも少なか らず存在することが指摘 されている24。そして、こうした意識変

化を引き起 こす要因 として企業内の処遇や育成のあり方が考え られ、今後は企業内の人事施策 と女性の

就業継続 との関係性 の解明が必要となることが示唆 されている25。

2)大 学生 の就職 活動 や就 職 に対 す る考 え方 にお ける男女の違 いと共通 点

ここでは、大学生の就職活動の実態や、彼 ら自身の就職活動に対する評価のあり方、さらには就職先

に対する考え方 を取 り上げ、それに関する先行研究をサーベイ し、そこでの知見を男女別の観点か ら整

理 してい く。

まず、男女差が認め られ る事柄として、就職活動の展開方法や活動中の扱いといった物理的現象があ

げ られ る。 たとえば、就職活動の開始時期は総 じて女性のほうが早いとされ、大学での最終学年の前年

度末までにはす でに8割 近くの女性が活動に着手 しているの対 し、男性では7割 を若干上回る程度 に過ぎ

ないことが指摘 されている。また、活動量も(資 料請求 した企業数、訪問 した企業数、企業セ ミナーの

21『 平成11年 版女性労働 白書』では、四大卒以上の女性は大学卒業後一度は働くもののす ぐに退職 して しま うため、

年齢階級別労働力の曲線がM字 型にもならず、キリンのような形の曲線を描くことになると指摘していた。
22このことは

、原 ・肥和野(1990)な どキャリア形成への意識と学歴 との関係を調査した先行研究のなかで報告されて
いる。また、小杉(1995)で は、無業者に対する就業意識調査において、比較的高学歴の者のほうが就職希望者の比

率が高いことを指摘してお り、ここでも大卒女性の職業意識の高さを推し量ることができる。
23神 田(2000)に よれば、子供が小さい うちは母親が育児に専念すべきであるという 「三歳児神話」は女子大生に広
く普及 してお り、職業継続型意識の形成 を困難にしている。
24室 山(1995)
25松 繁(2001)103頁
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参加数、面接試験 を受 けた企業数)女 性のほ うが勝ってお り、企業における女性採用の実態が男性志願

者 とは異なる厳 しい状況にあり、女性 がより一層積極的に活動 を展開せ ざるを得ないことを反映 した結

果で あると推察できる。この ことを示す ように、内定時期、内定企業数 においては、男性のほ うがより

早 く、 より多 くの内定を手に入れている。また、活動中に出会 った男女別取 り扱いに関する回答傾向で

も男女差が指摘 され、面接 での質問内容や募集人数の男女差、会社案内を女性には送付 しないなどの差

別 的扱いを女性 は受 けやす く、それに対 して敏感な反応を示す女性 も多く見受けられてい る26。

これに対 し、就職活動への評価や就職先に対する考え方 といった理念的な事柄については、必ず しも

明確な男女差は示 されていない。まず、活動に対す る評価 にっいては、男女 ともに似通った評価項 目を

同 じよ うな割合で選択 してお り、結果 として回答傾向に男女差は認め られない2T。ただ し、就職活動の結

果 に対す る満足度 とい う点では、女子の就職難の現状を受け就職できただけでもうれ しい とい う女子学

生の心理の表れか らか、女性のほ うが高くなる傾向にあることが指摘 されている28。また、就職先の選択

,の際 に重視す る条件については、男女 とも似通った項 目を主要な条件 としてあげてお り、大筋で回答傾

向に男女差は認められないZgeた だ し、少数意見 としてあげられたいくつかの条件項 目については男女間

で反応が異なるところもあ り、「会社の安定性 ・将来性jに ついては男性のほ うが重視度が高く30、女性

は男性 に比べて企業の 「女性活用の方針」に対 し関心が高い点が指摘 された。一方、男女とも共通 して

見 られ る傾向 として、 「私生活 の重視」や 「仕事 と家庭の両立」 といった事柄 を重視すべ き条件にあげる

者が増 えている点も見逃せない31。これは、まさに、.最近の若年層において最 も顕著な意識変化 とされる

「仕事以外の時間や生活を重視す る傾向」の高まりに呼応す る結果 といえる32。日本労働研究機構(2000)

の調査によれば、この生活重視志向に次いで大 きくプラス方向に転 じた変化 としては、「自分の給与、年

収 に対する関心」、「自分の雇用保障に対する関心」があげ られ、逆にマイナス方向に大きく変化 した事

柄 としては 「自社への長期勤続意識」と 「昇進意欲」があげられ るとい う。こ うした変化の背景には様々

な要因が考えられ るが、男女 ともに現実的な給与の問題や雇用の安定性に対す る関心が高まっているこ

とについては、景気低迷 の影響か ら若年層全体に就職後の生活への不安感が増 してきているものと考え

26以上の活動に関する男女差についての結果は、21世 紀職業財団(2001)調 査による。
2憤 本労働研究機構(1994)並 びに21世 紀職業財団(2001)で 、それぞれ就職先選択の反省点を問 う質問が行われて
お り、結果は双方とも 「長期的な将来の見通 しをもっべきだった」、「自分の適性をもっと考えるべきだった」、「多く
の企業情報を収集すべきだった」 といった回答項 目に多くのポイン トが集まった。(11頁 と41頁)
28安 田(1999)103頁

2921世 紀職業財団(2001)の 調査によれば、男女別で重視条件に大きな違いはなく、「興味ある業種 ・職種」、「適性
にあった仕事」、「能力向上の可能性」、「会社の安定性 ・将来性」といった項 目に多くのポイン トが集まった。
3021世 紀職業財団(2001)の 調査による

.こ れと同様の結果が 日本労働研究機構{1994)の 調査でも指摘 されていた。
他に、.若干の違いだが、女性は 「社風 ・職場の雰囲知 、「職場環境」をより重視していることがあげられた。
31日本労働研究機構(1994)に よれば

、就職時に非常に重視 した ものを問 う質問で、「私生活の充実」を回答にあげる
率が80年 代以降90年 代にかけて大きく伸びてきている。 〈40頁)ま た、21世 紀職業財団(2001)に おいても、仕事
とプライベー トとのバランスを就職活動中にどのように考えていたかを問う質問で、「どち らかとい うと仕事中心jと

答 えた人の割合は 「プライベー ト中心」よりも下回 り、就職 して半年後にはその差がさらに広がる結果 となった。 こ
のことは男女共通の傾向であり、全体として若者の意識が 「仕事よりプライベー ト重視!の 方向にシフ トしつつあ6
ことが示された。(15頁)
3z最近の若者の私生活重視傾向に関して

、渡辺(2000)に よれば、団塊世代の子供たちは、企業戦士として働きなが ら
今では大量解雇の憂き目にあっている父親たちの姿を見ており、大企業神話の崩壊を感 じっっ自らの職業人生にも「好
きな仕事で生きる」、「残業やいやなことはしない」、「気の合った仲間だけと付き合 う」 といった 「ゆるやかな個人主
義▲が信条であるという。そ して、「生きがい」「や りがい」など社会的 自己実現欲求の充足に動機付けられる 「社会
的自己実現人モデル」に基づく行動スタイルをもっことが指摘 されている。(113頁)

-264一



明治大学社会科学研究所紀要

られる。 さらに、従来のジェンダー観ではあまり重要視 されて こなかった女性の経済的自立に対 して、

最近では、男女の意識差が縮小 して女性 自身のなかにもそれへの欲求が高まってお り、これ らが相まっ

て若者全体にそ うした意識変化が現れてきていると推測できる。

長期勤続意識の低下 も若年層全般に認 められ る傾向であ り、転職志向の高ま りと同様に注 目され る現

象である。 ただ し、就業継続意欲における男女差に注 目すると、「定年まで」の雇用では男性のほ うが選

好度が高 く、女性 に関 しては出産などのライフイベン トとの関わ りで就 業形態を選択する割合が高い こ

とが特徴 としてあげ られる33。前節で、女性の就業パターンの選択に、ジェンダー意識や育児に対する役

割意識が影響を与えていることについて言及 したが、女性 の就業継続意識 の形成 と就業パタ.一ンの選択

とは密接な関わ りをも っものと捉えられる。 したがって、就業継続意識を考える際、女性全般 に育児へ

の役割観が強いと仮定 して もジェンダーフ リー志向の高ま りの影響 も無視で きない要素であ り、その意

味では、高学歴女性全般 とい う括 りで捉えるよりは、各人の育児役割への固執の度合し.・や ジェンダーブ

リー志向の強弱に よって様々な就業継続意識が形成 され るとい う立場をとるほ うが妥 当であると考 えら

れる。'次ぎに、「昇進意欲」の低下にっいては、年功序列や終身雇用制に代表 される日本型雇用システム

の枠組みが崩れ始め、従来のように生涯 を一企業に捧げそ こでの昇進を最重要視する姿勢が支持 されな

くなってきたことが考え られ る。また、こうした流れ とは違 って、これまでの昇進に関す る企 業内慣行

の影響か ら、女性の昇進意欲は男性 に比べて希薄になる傾向がある。なぜな ら、女子大生のほ とんど全

ては昇進における男女平等を理念 上当然のこととみな しているのに対 し、就職後の大卒女性 に関しては、

実際の職場で男女格差 を目の当た りにし、昇進における平等観を抱きにくい状況に置かれている。 こ う

した理念 と現実 とのギャップは女性 に特有の現象であ り、その点で、大学生の昇進意識構造を男女一様

に捉 えるには困難な面があると考えられ るのである。

以上の とお り、就職先での昇進意欲や 、最初に取 り上げた就職活動の展開に関する事柄については、

男女間に差異が生 じる可能性が高いことが推察され る。 しか し、就職活動への評価や就職先選択の重視

点 といった理念的な事柄に対 しては、男女差はあまり見 られないことが予想 される。

3)男 女 差 に 関 す る 理 論 的 根 拠

これ までの議 論 の なかで、 大学生 の就業意 識や 就職活 動 に関 して様 々な側 面で男 女差が 生 じてい る こ

とを指摘 した。 それ で は、 こ うした男女 間の差異 は どの よ うな理論 的根拠 を もっ て説明 され る もの なの

か 、 ここでは男女差 を裏付 け る理論 につ いて言及す る。

*「 統 計的 差別理論 」

経 済学 の 「統 計的差別理 論」(statisticaldiseriminationtheory)3;が 企業 内 の男女差別問題 に適 川

3321世紀職業財団(2001)の 調査では 「定年まで」とした割合は男性のほうが高く、「出産など家庭の事情で仕事を中

断 ・その後は再就職」 と答えた割合では女性が圧倒的に高かった。 しかし、r定 年まで」「転職j「未定』の3種 の回答
項 目で尋ねた 日本労働研究機構(1994)調 査では、r定年まで」とした割合は男性の方が高いものの全般的に勤続意志
にあまり大きな男女差はなく、む しろ出身学部による差のほ うが顕著であった。(42頁)
31企 業が労働者を雇用する際には、より生産性の高い人材 を選抜 したいと望んでいるが、実際の採用段階では、企業
は志願者め生産性の高さを正確に把握することはできない うえ、全ての情報を得るには費用がかか りすぎる。従って、
何らかの端 的デ づ に基づき志原賭 の坐雛 を迦 し理 抜に役立てることiFなる・(Phel…E・S・(19て2)・脇坂

一265一



.第41巻第2号2003年3月

される場合がある。 日本企業では、企業の将来を担 う基幹社員に対 しては、長期的雇用をベースに長い

目で教育訓練投資を行い、組織内部でのキャ リアデベロップメン トを図 りながら忠誠心を高めてい くス

タイルの人材管理が基本 とされてきた。 これに基づくと、企業が期待する生産性の高い人材 は、まず継

続的な就業が可能な人材であることが前提 とされ、統計的 に勤続年数の短い大卒女性は、上記の意味で

教育投資を行ったと しても無駄になる確率が高 く、採用対象からはず され る結果 となる。このように 「統

計的差別理論」によって、企業は、相対的に定着率が高い男性志願者を中核社員候補 として位置付け、

採用試験で も男性 を優先的に取 り扱 うという差別的行動の根拠を得ていると解釈することができる。

*ト ークニズム理論(tokenism)

これは、組織内での男女の数の差が差別の根源 であることを主張する理論である。Kanter〈ig93)に よ

れば、様 々な機会が女性の数をふや し、権力(地 位、役職 、報酬)を 強 くしていくと考える。そして、

組織内の女性比率が3分 の1に 達 しない限り、女性はfト ークン」(token)と 呼ばれ るマイナ・-ts存在に

す ぎず、 ジェンダー差別を受ける対象となる。従 って、女性が、多数派(ド ミナン ト)で ある男性 と真

に平等な視点で扱われ るようになるためには、・まず3分 の1以 上(35%か ら40%の 比率であると定義 され

る 「クリティカル ・マス」(criticalmass)に 達するまで)の 数の比率を確保す ることが肝心とな り、

具体的 には、既存の女性従業員の就業継続を促す ための方策や、新規採用者 に占める女性割合を高める

などの手段をとることが必要となる。

*ス テ レオタイプ説

ステ レオタイプ とは、あるグループを象徴するような最 も印象的な特質を固定観念 として持ち続ける

ことをい うが、 この理論では、男女差別の根源 として、女性に対するステ レオタイプな見方が強い影響

をもち、それ によって、企業内に働 く女性が一個人としてではなく、女性 とい う一つの枠組みのなかで

短絡的に評価 ・処遇 されて しま う危険性があることを説 く。たとえば、「女性は男性に比べ感 情の起伏が

激 しく、経営者に不向きである」、「女性 は自尊心が低い」、「女性は達成意欲 に乏 しい」など、様々なス

テ レオタイプがあげられる。こ うしたステ レオタイプが形成 されるにあたっては、心理学や生理学など

の学説 に依拠 し男女の生理や心理的違いを根拠 とする説や 、性差によって周 囲の扱いが異なることを原

因 とす る論 などがある。 しか し、組織内に働 く成人に対 して、性差のみに規 定されるステ レオタイプを

基点に評価 ・処遇することは合理的説明力を欠 く方法である点は否めない。現に、Karsten(1994)は 、男

女間に達成意欲(モ チベーシ ョン)の 多寡に関す るステレオタイプが存在するが、それにっいての有意

差は実証 されていないことを指摘 している。

*環 境要因説

企業内での女性 をとりま く環境を考えると、男性に比べて様々な面で不利 な状況に置かれていること

に気がっ く35。こうした女性のおかれた状況や環境面での特質によって、組織内の人間行動が規制されて

(2001))
35こ の説には不利な環境 ばか りでなく

、有利な環境要因を重視す る立場もある。神田(2000)は 、これを職場機会仮

魏㌶遍藍㍊鴎繋駕燃舗設1違警聾欝璽誌鍵驚籔甚1.欝誇鶴撒㌶
の強い意思があるとい う。 このような場合はいい意味で環境要因が作用していると見ることができる(215頁)
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しま うことは、Kanter(1993)に よっても指摘 されている。 これには、組織における制度上の規定が不平

等な場合 と、制度上は平等であって も組織内の雰 囲気や慣習の影響か ら実質的な平等が得 られない場合

の2つ が考えられ る。今 日の 日本企業においては、前者の意味での環境上の不平等は解消されていると

みな されるが、賃金や昇進における男女格差、職種や職域の性別分化、女性 管理職の希少性 による役割

モデルの不足や将来のキャ リア展望の描きにくさなど、目に見えるレベルでの差別的な状況はいまだに

多く残 されている。また、能力や技能を高めるための ローテー ションや教育機会が与えられない、女性

の管理職に対 しては男性上司があま りガイダンスや激励を与えてくれない36など、目に見えない差別 も存

在 していることも事実である。

前節に取 り上げた女性の昇進意識の低 さは、ま さにこうした環境要因 との密接な関わ りをもち、昇進

チャンスに恵まれない女性たちの現実を反映 した結果であると解釈できる。

4)仮 説 の設 定

上記にあげた先行研究からの知見をふまえ、以下の仮説が導かれる。

繊

1、 就業 鍼 のあ ク乃イこついて、

r1ノ 在辮 にば』芳女差がないであろ う

(2ノ 能 力発揮/こ閲 する.i㌶γこば男女 差がないであろ ラ

(3ノ 昇進,i識 γこぱ男女 差があるであろ う

(4ノ ジェンダー歳歳!ごは力女 差があ るであろ」

2s堀 端 活動 の展開 方法!こば力女君 〃Cあるであろ ラ

3、 就凝 〆こ卯 ナる,考え.方〆ごつい τ、

θ ノ厩職活動 への評砺にぱ男女差がないであろ ラ

(2ノ 就職活動の線 への蒲定座7こん走力嬬 があるであろ う

r3ノ 亮:蹴 の選宏基準〆ごぱ男女差,がないであろ ラ

仮説設定にあた って、まず、環境要因が強い領域では男女差が予想 される。従って、昇進意識や就職

活動の展開方法について、男女間に差異があるものと考えられ る。 しか し、学校生活においては男女平

等が進んでいるので、基本的な仕事観、価値観については男女差はあま り見 られないと思われる。一方、

ジェンダーについての意識は性別による違いが大きく、特に女性はジェンダー フリー化の傾向が高いこ

とが多 くの調査で も明 らかにされ てお り37、その而にっいての差異は今回 も検出されることが推測される。

特に女性にとっての就業意識の形成には深 くジェンダー意識が関わってお り、家庭内で女性が担 うべき

役割分業への意識 が旧来の価値観 に近 ければ近いほど、就業継続に対す る固執が小 さいことが神田

z6Wentling(1992)に よれ ば
、 そ の よ うな 差 別 を感 じ る女 性 管 理 職 者 も多 い とい う。

3i厚 生 労 働 省(1999)
、 総 理 府(1999)、 牛 尾{2001)
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(2000)の なかでも指摘 されていた。 その点、近年は、男女 ともにジェンダrフ リー度が高まってお り、

家庭内での男女平等が進むにつれて女性の就業継続への意欲 も高まっていく可能性があ り、 これまでの

「女性イコール短期就業志向」とい う一元的な見方は もはや適切ではない と考え られ る。また、男性 に と

っては、従来の男性役割か らの開放 により、一家を支 えるために終生働かなければな らない と考え る者

の割合は減少 し、最近のフリーターや転職志願 者の増加に見 られるよ うに、男性のなかにも就業意識の

多様化が進展 しているものと推察 され る。 よって、本研究では、対象者 を就業意識別にい くつかの タイ

プに分類 し、それぞれのタイプによる就職活 動のあ り方や就職 に対す る考え方を調査 ・分析 し、何 らか

の傾向を明 らかにす ることとする。

3.方 法

前節で述べた仮説を検証す るため、本研究では、卒業を間近に控 えた大学4年 生を対象に質問紙調査

を実施 した。調査に関する詳細を以下に掲載する。

1)調 査 項 目の設計

まず、本調査は仮説に基づ き、次の二つの方向か ら調査項nの 作成を行 うこととした。

1)就 業意識や価値観 を表 す項 目

2)就 職 活動 のあ り方(活 動に対す る考 え方、展 開方法 、

結果評価 な ど)を 表す項 目

調査項 「1の作成にあたっては、基本的に先行研究3sで採用 されたいくっかの次元を参考にしなが ら具体

的な項 目設定を行 った。

まず、就業意識や価値観 を表す項Elに 関 しては、近年の若者 に多 く見受 けられる意識変化に着 目して

質問を作成 した。これには、最近の研究や調査報告書39などで指摘 されてきた知見をもとに、意識変化が

顕著 とされる、1)仕 事その ものに対す る意識(仕 事観)s乞)能 力発揮に対する意識(年 功か実力主義か、

長期勤続か転職 かなど)、3)昇 進に対する意識、4)ジ ェンダー意識、の4つ の要素を取 り上げ、これ らに

沿 った質問項 目をそれぞれ5段 階尺度で作成 して用い ることと した。 さらに、職業生活 に対する考え方

を問 うため、転職意識や ワークライフバランス(家 事 ・育児 と仕事 とのバ ランス)、 人生観 ・生活信条、

理想 とす る仕事や職場にっいて質問項 目を作成 した。

また、就職活動の展開に関わ る質問にっいては、活動を開始 した時期、活動の量、活動結果、活動に

対す る評価等の項 目を作成 した。 さらに、就職 に対する考 え方 を問 う質問 としては、就職先企業の選定

基準、相談相手、内定獲得の理由、就職先企業の決定理由と結果に対す る満足度、就職後につきたい職

種や、希望する勤続年数 ・昇進の程度 といった項1・1を採用 した。なお、 フェースシー トでは、性別、学

ss日 本 労 働 研 究機 構(2000)
、 就 職 ジ ャ ー ナ ル 版 「就 職 白書2001」 、 濱 中 義 隆(2000)

3911本 労 働 研 究 機 構(2000)
、(財)21世 紀 職 業 財 団(2001)
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部学科、学内成績、出身地、実家の世帯主の仕事、海外経験、課外活動を尋ねた。

2)調 査実施 期間 と配 布 ・回収方 法

本調査は、四年制大学の昼間部に在掌中の大学4年 生のみを対象 とレた自己記入式調査で、2000年12

月か ら2001年2月 にかけて行われた。

調査票の配布や回収は、様々な大学教員の協力を得 て実施された。まず、それぞれの教員宛 てに調査

票の必要部数を一括 して送付 し、それ を受け取った教員が回答者に直接配布 し、記入済みの調査票の回

収 ・返送 もまとめて執 り行なっていただ くよう依頼 した。

3)調 査 回 答 者 の 属 性 と今 後 の 進 路

回収 した調査 票 の うち有効数 は、25大 学33学 部 に所 属す る学 生が 回答 した1143件 であ った。 その うち

88,9%は 社会 科学系 の学 部 に所 属 し、男女 の内訳 は、男性71.9%、 女性26 .3%(無 回答1.7%)で あった。

本 調査へ の 回答 時点 で の回答 者 の就職 活 動の状 況 につ い ては、活 動 を 「既 に終 了」 した者 は全 体 の

65.7%と 過'年数 を 占め、 「活動 を行 わなか った」16.40/oを 除 く953人(83.4%)が 何 らかの形 で就職活 動

を行 った こ とにな る刊。

また、調査対 象者の2001年4月 か らの予定進路 は、「民間企業へ就職 」が65.Io/o、 「公務員 になる』が4 .8%

で、合 わせ て約70%が フル タイムの雇用者 としての就職 を予定 してい た。それ以外 で は、 「国 家試 験の準

備 をす る」が5.5%、 「大学 院進学や 留学」が3.5%、 「フ リー ターにな る」が2.7%、 「大学 に留年」が2.40/・

な ど41で、 「未定Jも10.8%で あった。

4.調 査 結 果

D就 業意識 に関 する分析 結果

① 男女別分析結果

まず、就業意識構造 を表すll項 目(5段 階の リッカー ト尺度)に ついて、男女別に…元配置の分散分析

(5%有 意水準)を 行い、男女聞の比較検定を試みた。その結果、昇進に対する意識に関する項目(3項 目)

と、ジェ ンダー意 識に関す る項 目(2項 目)に おけ るすべて の項 目と、 仕事観 に関す る質問 にお ける一部

の項 臼で有意な差 があ った。(こ れ に よって、仮説1-(3)と(4)は 支持 され 、(1)は 一一一部支持 され た。)昇

進 意識 にお け る男 女別の傾 向 と しては 、昇進意 欲 は総 じて男性 が強 く、 ジェンダー観に つい て も、男性

の ほ うが伝統 的役割観 を よ り強 く支持 す る傾向に ある ことがわか った。 次に 、仕事観に関す る質問の う

ち、有 意差が認 め られ たのは、 「働 くことが嫌い:好 き」、 「生活 の中心 は仕事:そ れ以外jの2項fiで あ

っ た。 ここでの男女差 は、前者 では 、働 くこ とへの好感度 は女性 のほ うが高 く、後者 では、仕事 中心度

Io「 途 中で や め た 」1¢
.5%、 「継 続 中 」7.2%、 無 回 答 がO.2%だ った 。

u他 に は
、 「家 業 を継 ぐ」0.7%、 「事 業 を始 め る」0.3%、[派 遣 社 員 にな る]0.3%、 「家 事 手 伝 い 」0.1%、 「そ の 他1

2.7%で あ った 。
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は男性のほうが高かった。

一方、男女間での差異が検出 されなかったのは、能力発揮に関する全 ての項 目で、具体的には 「転職

意識」、「退職金の有無j、f年 功か実力主義か」を問 うものであった。(こ れによって、仮説1-(2)は 支

持 された。)ま た、仕事観の うち、f仕 事を収入獲得の手段 とみるか、それ 自体に価値を見出すか1に っ

いての質問について、男女間での差異はほとんど見 られず、男女全体の平均値も3.59と 総 じて仕事を 「収

入の手段」 とするより、「それ 自体に価値」とする傾 向のほ うが強いことがわかった。なお、以上の結果

を表1に 掲載する。

表1男 女別就業意識

調査項目 男 女 有意(*)

仕事 は収入
VSそ れ 自体

3.57 3.55

生活の中心は仕事
VSそ れ以外

3.15 3.36 *

働くことが嫌い
VS好 き,

3.40 3.63 *

長期勤続志向
∨S転 職志向

2.63 2.74

給与は年功ベース
VS実 力ベース

3.40 3.28

退職金廃止
VSま とまった退職金

3.35 3.49

出世しなくてよい
VS出 世したい

3.7f 3.08 *

肩書きにこだわらない
VS少 しでも上を

3.27 2.80 *

出世競争に負けたくない
VSそ れ に無関心

2.66 3.00 *

男は仕事、女は家庭
VSそ の考えに反対

3.19 3.83 *

男も育児休暇
VSそ れはおかしい

2.19 1.71 *

次に、職 業生活 に関 わる質問項 目に対 して、男 女別 にカイ 二乗 検定(5%有 意水準)に よる比較 検定 を

行 った結果 、 「就職 後 の就 業継続 のパ ター ン(最 初の勤 め先 でいつ まで働 きたいか)jと 、 「結 婚後の 女性

の就 業パ ター ン」で有 意差 が認 め られた。前者 では 、「…定期 間働 い た後辞 め る」 とした人 の割 合が女性

に多い(26.9%)の に対 し、男性 で はそ うした意識 は低い。また、「定年 まで」とした割合 では男性 が27.9%、

女性 が13.6%、 「いつ か独 立∫で は男性 が17.2%、 女性 が9.0%と 、いず れ も女性 に比べ男性 のほ うが高

か った。 とは い え、 「良い勤 め先 な ら転職 」 とした人 の割 合 が男 女 と も最大 とな り、それ ぞれ 半数 近 くの

割 合 を 占めた。

一方 、後者 で は、 「結婚 ・出産 後 も夫婦 で家事 を分担 しな が ら勤 め続 ける」が女性 の間で最 も回答 が多

く、44.9%の 支 持 率であ った のに対 し、 男性 で は30.oo/.に 過 ぎず 、む しろ男性 で は 「結婚 や 出産な どで

一時 的 に家庭 に入 り
、手が あい た段階 で再び勤 めに出 る」と した者 の割合(31.8%)の ほ うが 高か っだ2。

この質 問にお け る回答 は、家庭 での役割 を夫婦 で分担 す る 「ジェ ンダー フ リー志 向」 と、 あ くまで も家

42「 一 時 的 に家 庭 に 入 る」 と した 割 合 は
、 女性 で は28.9%で あ った 。
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庭i内の仕 事は妻が担当する 「伝統的ジェンダー志向」の二つに大別できるが、女性では、4.5対5,5、 男

性では、3対7と い う結果 となった。

次に、「理想の仕事や職場」について多重回答(3つ まで選択)形 式で質問を行 った結果 、以下の回答

項目において男女で考え方が異なる傾向があった。女性に比べ男性の支持率がより高かったのは、(差 の

大 きい ものの順で)「 高収入]「 自己裁量で仕事ができる」、「実力主義」の項 目、 これに対 し、女性のほ

うが男性 よりも重視度が高かったのは、「男女差別がない」、「人間関係が円満である」、「仕事と家庭が両

立 しやすい」、f専 門知識や技術が身に付 く」の回答項 目であった。(結 果は表5を 参照のこと)

なお、「スペシャリス ト:ジ ェネラリス ト」、「人生観 ・生活信条」についての質問では

いずれ も男女差は検出されなかった。'

② 就業意識タイプ別分析結果

ここでは、前節 で示 したように、就業意識構造 を表す項 目のなかで能力発揮や仕事観の一部で男女差

が検 出されなかったことに注 目して、 もう一一つの分析 視点 として、調査対象者の就業意識をい くつかの

タイプに分類 し、それぞれのタイプ別 に改めて仕事観や職業意識に対する反応を分析す ることとした。

就業意識に関する11項 目は、1)仕 事そのものに対する意識(仕 事観)、2)能 力発揮に対する意識(年 功

か実力主義か)、3)昇 進に対する意識、4)ジ ェンダー意識、の4つ の要素から構成 されたが、それを検証

す るために、主成分分析による因子分析を行った。結果は予想 していた4つ の区分がそのまま検出された。

因子構造をより明確 にすべ く、バ リマ ックス回転を行ったのちの因子負荷量を表2に提示する。

表2就 業意識の分類:回 転後の因子負荷量

調査項 目 第1因 子 第2因 子 第3因 子 第4因 子

肩書きにこだわらない
VS少 しでも上を

1

ρ829
一α005 一α118 一α006

出世競争に負けたくない
VSそ れに無関心

一〇
.780

一〇
.005 0,004 0008

出世しなくてよい
VS出 世したい

0,749 0,301 0,008 一〇〇〇6

仕事は収入
VSそ れ自体

一〇.004 0,787 0,006 α001

働くことが嫌い
VS好 き

0,132 0,756 0,000 0,120

生活の中心は仕事
VSそ れ以外

一〇
.210

一〇
.482 0,009 0,285

長期勤続志向
VS転 職志向

一〇
.155

一〇
.007 0,732 0,010

退職金廃止
VSま とまった退職金

一α000 α009 一〇
.685 0,007

給与は年功ベース
VS実 力ベース

一〇.007 0,312 α677 α157

男も育児休暇
VSそ れはおかしい

一〇.007 0,007 0,006 一〇.774

男は仕事,女 は家庭
VSそ の考えに反対

一〇,007 0,009 0,171 α755

二柔和 t953 t648 1,544 1,316

寄与率 17.8% 15.0% 14.0% 12.0%

累積寄与率 17.8% 32.8% 46.8% 5&8%
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就業意識を構成する各因子について見ると、第一因子は、出世競争や肩書きへのこだわ りを表す、昇

進に対する意欲に関する因子である。第二因子は、マグレガーの 「X理論 ・Y理 論」43に関連するような

仕事観に関す る因子である。第三因子は、企業内での能力発揮のあ り方に対する志向性に関する因子で

ある。第四因子は、性別役割分業への考え方を表すジェンダー意識に関する因子である。

次にv因 子分解によって抽出 された4つ の軸を もとにクラスター分析による調査対象者の分類を行った。

分析には4つ の因子について基準化された因子得点を用い、各クラスター(ク ラスター分析により分類 さ

れた対象者 グループ)が ほぼ均等な大きさになるよう反復を繰 り返 した後、次の6つ のクラスターが抽出

された。(結 果は表3の 通 りである)

表3ク ラスターの特徴:各 軸の平均

クラスター分 類 ・ 対象者数 昇進意識
ヨ

仕事観 能力発揮 ジェンダー意識

クラスター1 183

(マイライフ派) 男114

女69 －tO81
.

一〇
.845 0,150 0,098

クラスター2 192

(古典的仕事人) 男156
s

女36 一〇
.426 0,466 α536 －tO62

クラスター3 188

(伝統的会社人間) 男164
女24 0,737 0,067 一〇

.941
一〇

.769

クラスター4 151

(X理 論型出世志向) 男122
女24 0,802

.

－t211
0,169 0,341

クラスター5 183

(ジェンダー フリー 型 安 定 男104

志向) 女79 一〇
.519 0,545 一〇

.783 0,781

クラスター6 201

1

(Y理 論型ポジティブ志向) 男142
女59 0,571 0,674 0,818 田771

それぞれのクラスターは以下の特徴を もつ。'

*ク ラスター1(マ イライフ派)

出世にはまった く関心がなく、生活の中心は仕事以外の私生活 にある。そのため、仕事は生活

を楽 しむための手段 としての位置付けとなる。また、能力発揮やジェンダー観については さほ

ど明確な方向性 はもっていない。

*ク ラスタ一-2(古 典的仕事人)

性別役割分業に対 しては最も古風な考え方をもち、男性が育児休暇をとることにも違和感をも

っている。仕事に対 しては実力で評価 されることを望み、転職志向 も強い。仕事 自体に価値を

見出すな ど働くことへの前向きな姿勢がある反面、出世に対する意欲はあまりない。

*ク ラスター3(伝 統的会社人間)

長期勤続、年功制 といった従来型の雇用制度を最 も強 く支持す るタイプで、企業内での出世競

争に対 しても強い執着を見せている。 どちらかといえば仕事中心のライフスタイルをもち、ジ

ェンダー意識は伝統的価値観に根 ざしている。

43McGregor(1960)
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*

*

*

クラスター4(X理 論型出世志向)

仕事 とは、生活の糧 を得 るために仕方なくするものであ り、このタイプの人は本来、働 くこと

が嫌いである。反面、昇進願望は極めて強い。 とはいえ、そ うした意識はあくまでも仕事に対

する強いコミッ トメン トに基づ くものではないので、必ず しも苦労をしてまで出世 したい と望

んでいるわけではない。

クラスター5(ジ ェンダーフリー型安定志向)

性別役割分業に対 して最も否定的な見解を示 し、伝統的なジェンダー観 とはかけ離れた価値観

を もっている。組織においては、出世を望まず、年功序列制や終身雇用制度の恩恵を受けつつ

安定 した生活が送れ ることを第一に願 っている。また、仕事や勤労に対 して前向 きな姿勢も持

ち合わせている。

クラスター6(Y理 論型ポジティブ志向)

このタイ プは、仕事そのものに対 して最 も高い価値観 を示 し、働くことへの意識 も最 も高い。

また、企業内では実力で評価 され ることを最 も強 く望み、転職志向も極めて高い傾向にある。
一方

、昇進に対する意欲も比較的旺盛である。伝統的な性別役割分業の考え方には与せず、ジ

ェンダーフ リー度がかな り高い。'

次に 、 この ク ラス ター 分類 を も とに、就業意識 に関す る質 問 頃 日に関 して有意 差が あった項 目を提示

してい く。

まず 、就業 意識構造 を表す11項 目(5段 階 の リッカー ト尺度)に ついて、男女別分析 と同様に一元配 置

分散分 析(5%有 意水 準)を 行 い、 クラス ター間 で比較検定 を実施 した。 その結果 、全 ての項 目に有意差

が認め られ たe(各 クラスター一の質 問項 目に対す る平均 得点は表4を 参 照の こと。)出 世意欲度 にっいて は、

ク ラス タ一-3,4,5の 順で昇進願 望が強 く、ク ラスター1が 最 小であ った。仕事中心度 におけ る差異 では、

ク ラス タ一-6,2,5,3の 順 で仕事 中心度 が高 く、 クラス ター-4が最低 であった。

表4ク ラスター別就業意識
一一

調査項目 クラスター1 クラスター2 ウラスター3 クラスター4 クラスター5 クラスター6

仕事は収入
VSそ れ自体 2.刀 4.08 3.50 2.34 4.13 4.3{

生活の中心は仕事
VSそ れ以外 3.89 2.80 2.65 3.78 3.25 3.02

働くことが嫌い
VS好 き 2.67 3.64 3.53 2.58

'3
.93 4.19

長期勤続志向
VS転 職志向 2.99 3.04 1.66 2.77 2」4 328

給与は年功ベース
VS実 力ベース 3.16 3.71 2.56 3.34 3.03 434

退職金廃止
VSま とまった退職金 3.19 2.98 3.99 3.27 4.09 2.85

出世しなくてよい
VS出 世したい 2.40 3.45 4.18 3.83 3.{4 4.24

肩書きにこだわらない
VS少 しでも上を 1.98 2.78 4.06 3.91 2.66 3.54

出世競争に負けたくない
VSそ れに無関心 3.93 3」4 {.86 2.02 3.25 2.f8

男は仕事,女 は家庭
VSそ の考えに反対 3.48 2.69 2.34 3.43 4.05 4.20

男も育児休暇
VSそ れはおかしい t81 3.10 2.63 1.70 1.36 1.63
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次 に、職業生活 に関 わ る質問項 目に対 して、 クラスター別 にカイ 二乗検 定(5%有 意水準)に よる比較

検定 を行 った結果 、 「就職 後 の就 業継続 のパ ター ン(最 初 の勤め先 でいつ まで働 きたい か)」、 「結婚後の

女性 の就 業パ ター ン」 と 「人生観 ・生活信 条」 を尋ね る項 目で有意差 があ った。 まず 、「就 職後の就業継

続のパ ター ン」の質 問では、 「定年まで 」 とした者 はク ラス ター-3(53.7%)と クラスター5(3L1%)に

多 く、 ク ラス ター6(10.0%)が 最 低で あ った。 「一定期 間後 、辞 め る」では、 ク ラス ター1(2L3%)

と クラス ター5(16.40/・)に 多 くの回答 が集 ま った。全般 的 には、 「良い勤め先 な ら転職 」 と答 えた割合

が高 く、 クラス ター-6(55.7%)を トップに、 クラス ター4(53.0%)、 クラスター2(47.4%)、 ク ラスタ

ー1(45 .9%)と 続 き、最低 の クラス ター一一3でも29.8%の 割合 を 占めた。次 に、「結 婚後の女性 の就 業パ タ

ー ン」の項 目で は、全 体 と して 「夫 婦で分担 し勤 め続 ける」 と 「一一時家 庭 に入 り、手 があいた ら復 帰」

の2つ に 回答 が集 中 し、前者 では 、特 に ク ラス ター6(52.7%)と ク ラス ター5(45.4%)か ら多 くの回

答が集 ま り、後 者で は、 クラス ター一一3(40.4%)か らの 回答 が顕著で あ った。 ここでの回答 を男女別分析

の時 と同様 に、 「ジェンダー フ リー志 向 」 と 「伝 統的 ジェ ンダー志向 」の二つ に大別 してみ ると、 クラス

ター1が4対6、 クラスター2が2.5対7.5、 クラス ター3が2対8、 ク ラス ター4が3対7、 ク ラス ター5が4.5対

5.5、 クラスター6が5.5対4.5と い う結果 とな った。

また、 「人生観 ・生活 信条」に 関す る質問44で は、 「しっか り計画 を立てて、豊かな生活 を築 く]に 最 も

多 くの回答 が寄せ られ 、なか で も、 ク ラスター3(52.7%)と ク ラスター6(44.8%)で 高率で あった。

次に多か っ たのは 「身 近な人 とな ごやか な毎 日を送 る」で、クラス ター5(37.7%)と クラス ター1(34.4%)

で高 い割 合 を 占めた。 っつ く 「その 目その 日を 自由に楽 しく過 ごす 」 も 「な ごや かな 毎 日」 とほぼ同等

の支持率 で 、内訳は、 クラスター1(34.40/。)と クラスター4(30.5%)で 高 く、クラス ター-3ではll.70/。

と最低 の割合 だった。一 方、 「み んな と力 をあわせ て、 世の中を 良 くす る」では、 クラスター2(13.0%)

とク ラス ター6(ll.9%)で 比較 的支持 が 高 く、 クラスター1(4.9%)で は最低だ った。

最後 に、「理 想の仕 事や職場 」につ いて 多重回 答形式(3っ 選択)で 質 問を行 った結果 を表5に 掲載す る。

表5理 想 の仕事や職 場(多 重回答)(o/o)

調査項 目 男性 女性 クラスター1 クラスター2 クラスター3 クラスター4 クラスター5 クラスター6

高収入 35.6 15.8

.

23.6 33.9 4α1 45C 12.8 27.9

労働時間が短い 14.0 a4 2α3 i2.5 8.6 26.5 6.7 3.5

転勤がない 91 12.4

.

1甑2 5.7 10.2 9.3 12.2 4.0

長期雇用の保障 82 6.4 9.3 2.6 17.1 7.3 9.4 1.5

自己裁量で仕事 28.4 15.1 1192 3t8 203 23β 22.2 313

知識・技術が身につく 31.1 36.6 28.0
■

35.4 22.5 25.2 43.3 39.8

人間関係が円満 57.2 7α8 63.2 54.7 701 62.3 644 52.2

仕事が面白い 713 732

.

64.8 76.6 67.9 58.9 76.7 82.6

仕事と家庭の両立 23.1 29.9 29」 1&2 26.2 27.2 3α0 18.9

男女差別がない 4.2 208 8.2 8.9 43 6.0 12β 1t4

実力主義 10.6 4.4

`

2.7 13.0 8.6 5.3 3.9 18.4

その他 1.1 03 1.6 0.5 α0 ρo 土1 2.0

{4回 答 項 目は
、 回 答 の 多 か っ た 願 に 、f計 画 を 立 て 」(36.o%)、 「身 近 な 人 」(27.1%)、 「そ の 日j(23。7%)、 「力 を あ

わ せ 」(8.2%)、 「そ の 他 」(2.0%)で あ っ た 。
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こ こでの 特徴 は、第 二因子(仕 事観)でY理 論傾 向の強 い、 クラスター6、 ク ラス ター5、 クラス ター2

と、それ以外 の ク ラス ター3と4と で大 き く2つ のパ ター ンの回答傾 向が見 られ、両 グルー プ とも、同 じ順

位 で同 じ重視項 目をあげ ていた。

前者 では、1位 「仕事のお も しろ さ」、2位 「人間 関係 が 円満」、3位 「知識 ・技 術が身につ く」 を、 後者 で

は、1位 「人 間関係が 円満 」、2位 「仕事のお も しろ さ」、3位 「高収入」 をあげていた45。

2)就 職 活 動 の あ り方 に関 す る 分 析 結 果46

① 男女 別分析結 果

就 職活動 に関す る時期

まず 、男 女で有意 差が あ った項 目は、 「就職 を意識 した時期 」で、男女 とも大学3年 生の段階 で意識 し

た割 合が最 も高いが、 この時 期 までに男性の73%、 女性 の85%が 就職 を 自分 の問題 と して意識 す る よ う

にな った と答 えてお り、女性 の ほ うが よ り早 く 自覚 してい る ことが わか る。 また、手段別 の活 動開始 時

期で も、「就職 ナ ビへの 登録 」47、「企業への資料 請求]48、 「筆記試 験対策j49、 「会 社説 明会への 出席j50の

すべ ての項 目で、女性 の ほ うが早 めの対処 を行 っている ことが判 明 した。

就職 活動の 量

「イ ンター ネ ッ トに よ り資料請 求 した企業 数 」、 「会社訪 問 ・会 社説明会 に行 った企 業数j、 「面接 等の

試験 を受 けた企業数1の 項 目で男女差が検 出 され51、 いず れにおい て も、女性の ほ うが活動量 の多い結果

となった。(活 動時期、活 動量 σ)点で男女差 が検 出 され 、仮説2は 支持 され た。)

就職 活動の結 果

「内定 を獲得 した企業 数」 で有意 差があ り、男性 の平均 は2.03社 、女性 はL80社 であ った。 また、 「来年

の進 路」、「採用 区分」 の質問項 目で も男女差 が あった。「進路」52に っ いて男女別 で 目立 った違い と して

は、回答 に 「国家試 験の準備 」や 「大学院進学 ・留学」、「留 年」、「フ リーター」、 「未 定」 とした比率が、

全 て男性 のほ うが 高か った。 「採用 区分」では、 「総 合職 」 には男性 が多 く、 「一般職」 は女性 のみで男性

は皆無 だ った。

就職活 動に対 する評価

45ク ラス ター1は 独 自の 回 答 傾 向 と な り
、1位 「仕事 のお も しろ さ」、2位 「人 間 関 係 が 円満 」、3位 「仕 事 と家 庭 の 両

立」 で あ っ た。
」6比 較 検 定(カ イ2乗 検 定

、 あ るい は一 元配 置 分 散分 析)を 行 っ た結 果 、5%水 準 で 有 意 だ っ た 項 目に つ い ての み 言 及

す る。
打登録 の ピー ク は3年 生 の10月 か ら12月 に か けて だ が 、 こ の時 期 ま で に男 性 の7割 弱 、 女性 の8割 弱 が 登 録 を済 ませ て お

り、 女 性 の ほ うが 早 め に動 い て い る こ とが わ か る。
Isこ こ で の ピーークは3年 生 の12月 か ら2月 に か け て で

、 こ こ で も女 性 の ほ うが若 干 早 め に対 処 して い る。
49前の2項 目は ほ とん ど全 て の 人 が 対 処 して い た の に 対 し

、筆 記試 験 対 策 は 、男 性 の24.2%、 女性 の17.2%は 実 施 して

い な か っ た。 活 動 の ピー ク は3年 生 の1月 か ら3月 で 、 こ こで も女性 の 早 め の対 処 が認 め られ た 。
se3年 生 の2月

、3月 に特 に集 中 し、 この 時 期 まで に 男 性 の7割 強 、女性 の8割 強 が 出席 して い た 計 算 に な る。 こ こ に も女

性 の早 め の 対 応 が 窺 え る。
51男 女 比 は

、「1ネ ッ トで 資料 請 求 」が46対60、f説 明 会 出席 企 業 数 」が24対27、 「受 験 企 業数 」で は 、15対18で あ った 。
52男女 と も民 間 企 業 へ の 就 職 が最 多 で

、 男性63.5%、 女性70.8%で あ った 。
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「就職 活 動 に役 立 った もの」 への質 問では 、 「大学 のセ ミナーやOB懇 談 会j53と 「専門学校(就 職 講

座 等)」54の 回 答 に対 して男女差 がみ られ 、いずれの 回答 も女性 のほ うが 高 く評価 していた。また、 「活動

中 うま くい った事柄jを 問 う質問 項 目で は、「自分 自身 の分析]55と 「面接 での 自己表現 」56の回答 で有意

差が あ り、 男性 の ほ うが肯 定的な評 価を下 してい た。 さ らに、男 女差が顕著 だ った項 目と して、 「活動 中

の扱 いに男 女差別 を受 けた と感 じたか」 を問 う質 問が あげ られ る。 結果は 、45.8%の 女性 が 「ある」

と回答 したの に対 し、男性 で は86,5%の 人が 「ない」 と回 答 した5T。(男 女別扱 い に関 して男女 差 が検 出

され た点 で仮説2は 支持 され た。)

就職 予定 先に 対す る考 え方

まず 、来 春か らの入社 が決ま った 「企 業に対す る就職志望度 」を問 う項 目で有 意差 が あった。回答 に、

「活 動 前か ら第…志望 、或 いは第 一・・L志望群 にあた る企業 だ った」 とした割合 は、男性 が430/eだ った のに対

し、女性 で は3割 に過 ぎず、女性 の6割 は 「活動の途 中か ら志 望す るよ うに なった」 と答 えた。次 に、 「就

職 先 企業 での 予定 勤続 年数 」の項 目で は、 「わ か らない」 とした ものが 男女 とも最 も多 く、 男性37.80/。、

女性28.2%で あった。それ 以外 では、男性 の23.'6%が 「20年以上 の勤続 」を、女性 の21.6%がf5年 未満]、

29.6%が 「5年か ら10年 」を回答 に選 んでいた。また、「就職 先企 業で 昇進 を希 望す る職 位 レベル」では、「わ

か らない」 と した者 が、男性 では32.2%、 女性 では61.0%に 登 った。 その ほかの答 えは、女性 では 、「主

任 ・係 長」や 「昇進 した くない」 を選 んだ者が あわせ て22.玉%、 男性 では 、「社長 」や 「役員」 を選ん だ

者 が あわせ て42,5%を 占めた。

また、 「就 職 活動 の対象企 業 を選定す る際の 重視 点」 につ いて 質問 を行 った ところ、 「最 大重視 項 目を

1つ 選 ぶ」 質 問項 目では、 男女 間の有意 差 は検 出 されなか った。(仮 設3-(3)は 支持 され た。)ま た、 同

じ内容 を多 重 回答形 式(3っ 選択)で 尋ねた結51ss、 傾 向 と して 、男性 は相対 的 に 「業種 ・業界」、 「会社

の規模 ・知名 度」、 「生涯賃金 」 を重視 してい るのに対 し、女性 で は、 「仕事 の種類 ・内容j、 「社 風 ・雰囲

気」、「勤 務地 ・所在 地」を男性 に比べ て重視 して い るこ とが わか った。同様 に多重回答(2つ 選 択)で 「入

社後 に希望す る職種 」 を質 問 した結果 、男女 を比較 す る と、相 対的 に男性 は 「営業 ・販 売」、 「企 画関係」

を、 女性 は、 「人 事 ・教育」、 「総務 関係 」、 「広報 ・宣伝 」.を希 望す る割合 が高か った59。

な お、就 職活 動 に対す る自己評 価、並びに就職先 への満足度 の項 目ではいず れ も男 女差は検 出 されず 、

この 点で仮説3-(1)は 支持 された が、3-(2)は 支 持 され なか った。

535段 階 平価 の 平 均 が
、 男 性3.12、 女 性3.47で あっ た 。

5A5段 階¥価 の 平 均 が
、 男性2.35、 女 性2.82で あ った 。

554段 階 平価 の 平 均 が
、 男 性2.68、 女 性2.53で あっ た。

564段 階 評 価 の 平 均 が
、 男 性2.70、 女 性2.54で あっ た 。

57同様 に 「セ クハ ラ(性 的 いや が らせ)1を 問 う質問 で も有 意 差 が あ り
、男 性0。4%、 女 性2.7%が 「あ る 」と回 答 した 。

た だ し、 こ こで 「あ る」 と回 答 した 人 数 は 男 女 あ わ せ てIO名 と、調 査 対 象者 総 数 に対 して サ ンプ ル が 極 小 で あ るた め

統 計 的 な 意 味 は ほ とん ど認 め られ な い と判 断 した。
58男 性 の 重視 項 目は

、「業 種j67%、 「仕 事 の 種 類 」57%、 「社 風 」38%、 女 性 で は 、 「仕 事 の種 類j65%、f業 種 」60%、
「社風 」43%で あ った 。

59男 性 の希 望 職 種 は
、「営 業 」56e/o、 「企 画 」24%、[人 事]18%、 「情 報システム」15%、 女性 は 、[営 業]39%、f人 事 」210/o、

「企 画 」18%、f総 務 」17%で あ った 。
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② 就 業意 識 タイプ別分析結 果'

就 職活動 に 関す る時 期

ク ラス ター別 に有意 差 があ った項 目は、就職 活動 中に 「自分 の強み弱み を理解 で きた時期」 と就職 予定

先か ら 「内 定 を もらった時期 」 に関す る質 問で あった。前者で は、 クラス ター-6が最 も早 く、就職活 動 を

開始 す る頃 ま でには轄ll近い人 が理 解できて いたのに対 し、 クラス ター-5とク ラス ター4は 遅め で、その段

階 で の割 合は ともに250/。程 度 に留ま ってい た。 また、 「未 だに理解 していない」 とい う回答で は、ク ラス

ター4(20.3%)と クラス ター2(17.1%)で 比率が高 かった。 後者 では、対 象者全般 の 内定獲得時 期 は

4年 生 の5月 下旬 か ら6月 下旬が最 多だが、 ク ラス ター別 に順位 をつ ける と、早 い方か らク ラスター3,

6,2,4,5,1の 順 とな った。

就職 活 動の量

ここでは 、 「資料請求 ハ ガ キを出 した枚数」、 「接触 したOB、OGの 数 」の項 目で有意 差が認 め られ 、

いず れ もクラ スター3に お け る比率 が圧倒的 に高 く、クラスター1が 双方 とも最 低 だったso。

就 職活 動の結 果

まず、 「来 年の進路 」につい て、全 体 として民間企業へ の就職 害恰 が最 多であ るが61、特 に クラス ター6

と クラス ター3で その 比率が 高 く(72。6%、71.8%)、 クラスター1が 最 低 で54.6%だ った。 ま た、進 路

が 「未定1と した もの は クラス ター1に 非常 に多 く、22.40/・で あった。 さらに、 「その進路が 当初の希 望

だ った か否 か」 の質問 で も有 意差 があ り、 「予 定外 の結果]と した割 合が クラス ター1で 最 も高 く半数近

くを占 め、 これ とは対 照的 に 「希 望通 り」 とした割 合 では クラスター6が 最 大 とな り8割 近い 結果 とな っ

た。 また、f採 用 区分jで の差異 も認 め られ、一般職 の割合で は、クラス ター1,5,4の 順で割合 が高 く、

ク ラス タ一-3が最低 だ った。

次 に、「就 職 先企業 の業種」62について、ク ラスター別の特徴 をみ る と、クラスター1と クラス ター5は 、

金融 と製造 業、 ソフ トウェアに均等 に分 散 し、クラスタv-2は 金融 、サー ビス業、マス コ ミ関連 に多 く、

クラス ター-3と クラス タ・一一4は、金融業 に しめ る割合 が最 も高 く、それ ぞれ3割 前 後の比 率 を占めていた。

クラス ター6は 、 ソフ トウェア、サー ビス業 に比較 的多 く分布 して いた。 「就職 先企業 の従 業員規模 」63の

項 目におい ては 、5000人 以上 を含む大企 業へ の就 職で クラスター3の 割 合が6割 と圧倒 的 に高 く、それ と

は対 照的 に、 ク ラス ター4で は1000人 未 満のヰ小車業 への就職 が 目立ち55%を 占めた。大企 業への就職割

合 では 、ク ラスター3に 次いで クラスタ・-6が 高 く、ioo人 未満 の小企業へ の就職 では クラスター5と クラ

スター2の 割 合 が高 か った。 また、「就職 先企業 が外 資系か 否かjの 質 問で も有 意差が あ り、外 資系企業

へ の就職 害il合では、 クラス ター6が 抜 きん出 て高か った。

就 職活動 に対 す る評価

ここで は、「大学 の就職指導(個 人 面談等)」、「大学 の先生 」、「ゼ ミやサー クル の先輩」、 「就職 参考 書 ・

wク ラ ス ター 毎 の 平 均 は
、fハ ガ キ」 では 、1が21.7枚 、2が22.3枚 、3が38.2枚 、25.9枚 、23.6枚 、6が26.7枚 。

fOB/OG」 で は 、1が0.9人 、2が1.9人 、3が2.5人 、4が1.7人 、5が1.0人 、6が2.2人 だ っ た 。
fii3章 の 「③ 調 査 対 象 者 の 属 性 」 と男 女別 分 析 で の 結 果 を参照 の こ と

。
G:対 象者 全 体 で は

、 金 融 ・保 険 業 が 最 も 多 く、 ソフ トウェ ア ・情 報 処 理 、 小 売 業 ・飲食 店 が それ に 次 い だ 。
c3対 象 者 全 体 で は

、1000人 か ら5000人 未 満 の規 模 に3割 、5000人 以 上 に2割 と大 企 業 へ の 就職 が 半 数 を 占 めた 。
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雑 誌」の項 目に対 して 有意差が あった。「就職指 導」では、ク ラスター3が 最高で クラスター1が 最低 、「先

生 」で は、 ク ラスター6が 最 高で ク ラス ター4が 最 低、残 る 「先輩 」 と 「参考 書」 の項 目では、いずれ も

ク ラス ター6が 最 高で ク ラス ター1が 最低 とい う結果 となった。次 に、 「活 動 中 うま くい った事柄 」を問 う

質 問項 目で は、 「会 社情 報の収 集 」、 「自分 自身 の分析」、面接で の 自己表現 」の項 目で有意差 が認 め られ

た。 「情 報収 集 」 と 「自己表 現」 の項 目で クラス タ・-3が最高 とな り、 「自己分析 」で は クラス ター6が 最

高で あ った。 これに対 し、3っ の全て の項 目でク ラス ター1の 評価 が最低 とな った。 これ に呼応 す るよ う

に 、「就職 活動 に対す る 自己採 点(100点 満 点)」 で も有 意差 が検 出 され 、評価 の高 い順 に、 クラス ター3

(67.3)、6(66.2)、5(66.D、2(63.5)、4(63、2)と つづ き、ク ラス ター1(56.7)が 最低 であ った。

就職 予定 先に 対す る考 え方

まず、 「就職 先企 業 での予 定勤続年数 」の項 目では、 「20年以 上」 と した割合 は、 クラス タ一-3が最大で

半数近 くを 占めたのに対 し、 「5年未 満」 では クラス ター1が 、 「5年か ら10年 」で は クラス タ一-6が最 大だ

った。 また、 「就職先企 業 で 昇進 を希 望す る職 位 レベ ル」で も有意差 があ り、 「役 員」や 「社長 」 をあげ

た割合 は、 ク ラスター・3が最大 で半数 以上 を占め、 「昇進 した くな いjと したのは クラス ター1が 最 多で

あった。 っつい て、f就 職 先企 業に対す る満 足度(5段 階)」 で も有意 な差が検 出 され 、満 足度 が最 も高い

の は クラス ター5(4.23)で 、6(4.22)、3(4.16)、2(3.99)、1(3.88)と つづ き、最低は クラスター4

(3.72)だ った。 さらに、「就職 先 に対 す る心理 的揺 らぎの有無 」 を尋ね る項 目64で も差異 が顕著 とな り、

クラス ター5で 心理 的揺 れが最 も小 さか ったの に対 し、 クラスター-4では最 も高い割 合で不安感 を もつ人

が存 在す るこ とがわか った65。

また 、 「就 職活 動 の対象企 業 を選定す る際の最 大 重視項 目を1つ 選ぶ 」質問項 目で有意 差が あった。特

徴 として、 クラス ター3と4は 他 の クラスター に比べ 「業種 ・業界 」、 「勤務地 ・所在 地」、 「会社の規模 ・

知名度 」、 「労働時間 ・休 日」を重 視 してい るの に対 し、 クラス ター6は それ とはま った く異 なる傾 向をも

ち、何 よ りも 「仕事 の種類 」に最 も高い価値 をお き、「生涯賃金」、「勤務地 ・所在地 」、「労働時 間 ・休 日」、

「会社 の規模 ・知名度 」 には全 くと言 っていいほ ど関 心 を示 さなかった。 これ ほ ど極端 ではないが 、 こ う

した傾 向 は クラスター2に も見 られ るeま た 、クラスタ一一!と5も 共通 点がみ られ 、「会社の規模 ・知名度 」、

「社風 ・雰囲 気」 はあ ま り重視せ ず 、 「仕事 の種類 ・内容 」 と 「労働 時 間 ・休 日」 を比較的 重視す る傾 向

があ った。ま た、「入社 後に希望 す る職種 」(多 重回 答で2っ 選択)へ の質問で は、ク ラスター間 の比較で、

ク ラスター1は 「総務 関係」、「情報 ・システム」 を最 も好み、 ク ラス ター-2は、 どち らか といえば 「研究

管理 」や 「情報 シ ステム」志 向 であ る。 ク ラス タ一-3は、最 も 「営業 ・販 売」 を選好 し、ク ラスター4は

「企画 関係 」、 「広 報 ・宣伝 」、 「生 産管理 」 を最 も志 望 してい る。 これ に対 し、 ク ラスター5は 「企 画」を

最 も望ん でお らず 、 「資材 調達」 を他の クラスター に比べて最 も希望 してい る。 クラスター6は 、「人事 ・

教 育」、 「総 務関係 」、 「経理 ・財務 」 を最 も好 まず 、 「企 画」や 「営業 」 を志望 していた。

c4対象 者 全 体 で は
、 「迷 い が な い 」 と した 割 合 は33%だ った 。

c5結 果 は
、 ク ラ ス ター1は69%、2は66%、3は70%、4は77%、5は53%、6は67%で あ っ た。
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5.考 察

1)就 業 意識 に つ いて

本調査では、就業意識 を仕事観、能力発揮に関する意識、昇進意識、ジェンダー意識の4つ の視点か ら

捉え、男女別、さらには対象者を6っ の就業意識タイプに分類 して、それぞれのタイプ毎の仕事に対する

考え方や ジェンダー観を分析 した。 そこで、まず、調査結果か ら特に注 目したい点は、仕事観(X理 論

的価値観かY理 論的価値観か)や 能力発揮(長 期勤続志向か転職志向か、年功序列志向か実力主義か)

に関する意識について、男女間に差異は見られなかった ことである。これまでの日本企業には、「男性は

女性 に比べ仕事に対す る意識 が高いjと い う暗黙の了解があり、男性志願者を重視 した採用方針が とら

れてきた ことは周知の事実である。 しか し、結果 として、仕事に対する価値観や能力発揮に対する考え

方に男女差はなかった。た とえば、仕事 を単なる収入獲得の手段 とみるか、そのものに価値をおくかの

判断は性差ではな く、個人差に負 うところが大 きいことがわか った。従来の性別役割分業に従えば、男

性は、一家の稼ぎ手 としての立場から収入獲得の意義をより強 く感 じるはずであ り、現に、経済的欲求

の強 さと勤労意欲の強さを関連付けて男性優位を説く議論 もあった。 しか し、今回の結果を考えあわせ

れ ば、もはや その論理は今の時代に通用 しないと推察 される。つまりは、女性で も経済的欲求の強い者

もいれば、男性に も様 々な考えの ものがお り、意欲の高 さを従来のジェンダーバイアスにのっとった経

済的欲求の多寡で測 ることに意味はないのである。また、「働 くことが好 きか嫌いか」の質問について、

男女間に有意差があ り、む しろ女性の方 が 「好き」 としていた点も興味深い。また、能力発揮に関する

項 目(転 職意識、退職金の有無、年功か実力主義か)で は、全 く性差は認め られず、ここでも個人差が

影響 していることが示唆 された。 これには、若年層全般に、終身雇用制度の崩壊を察知 しての長期勤続

意識の低下が背景にある と考 えられ る。 そ して、近年顕著 となった実力主義への傾斜や転職志 向の高ま

りとい った現象は、性差で語 られ るものではなく、個人的な価値観によるところが大きい ことが示 され

た。就業意識 におけるこれ ら2っの点で仮説が検証 されたことは重要な意義がある。

次に、昇進意識、な らびにジェンダー意識のあ り方について、男女間で有意差があった点も注 目され

る。昇進については、環境要因に関す る議論のなかで言及 したよ うに、現実 として今も企業内には女性

に対する差別的待遇や昇進機会の不均衡が存在する。 こうした差別状況は、単に就業者のみならず、こ

れか ら就職す る若者 に対 しても影響を及 ぼ し、女性が職業人生を思い描 く際には、昇進を度外視 して考

えるのが当た り前 との見方をよ り深 く浸透させてい る観が ある。今回の結果 はまさに、長年の環境要因

の作用によって、女性が自らの問題 として昇進を考える機会がほとんど無 くなって しまっている現状が

浮 き彫 りにされたものと考え られる。ジェンダー意識 についても、他の先行研究でも示 されてきたよう

に、総 じて女性は男性に比べてジェンダーフリー傾向が強いことが実証 された。

このように、性差を問わず 、様 々な仕事観、能力発揮への志向性が存在 し、若年層全般にジェンダー

フ リー傾向が高まっていることをふまえ、本調査 では、調査対象者を6つ の就業意識タイプに分類 した。

その結果、男女間では差異が見られなかった仕事観や能力発揮、 さらには人生観 ・生活信条に関する項
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目についても、クラスター間での有意差が検出され、ここでも性別を超えた個人差のもつ意義が確かめ

られた形 となった。分類 されたクラスター 自体、性差の影響を受けていることは事実66だが、タイプ毎に

詳 しく性別構成を見てい くと、女性割合が極めて高いクラスター16了やクラスタ"一・56sにも男性 は多数含ま

れ てお り、これまでのジェンダー観に基づけば男性にはそぐわないような、昇進に無関心、仕事 より生

活 を重視、性別役割分業に否定的なタイプが数多く存在することが示 された』反対に、女性 に対す る過

去のイメージを覆すよ うなタイプ、つま りは、出世意欲が旺盛、生活より仕事重視、実力主義 を標榜す

る者が、女性のなかにも多数存在 していることを忘れてはならない。このように今 日の若年層の意識に

は、性別で判断 しても捉えきれない複雑 さがあ り、企業の採用活動においては個人差に着 目した新 たな

視点をもって志願者に対処 していく必要がある。特に自己実現欲求に根ざし、仕事に対する強い意欲を

もち、実力主義や ジェンダーフ リーへの志向性 も高いクラスター6に 属する人材は、今後の企業経営の

中核 となることが予想 される。男女 ともにこのグループに属す る割合は高 く、女性 も多数含まれている

ことから、従来の男性中心の選抜方法では、有能な人材をみすみす採 り逃 してしまう恐れがある。一方、

クラx .ター3の ような伝統的会社人間タイプも依然として存在 してお り、男性の最多比率がこのグループ

に分類 された点 も見逃せない。 こうした年功制への傾倒や長期勤続意識をもった新入社員に対 して、企

業が どの ような処遇や教育を行 っていくのか、その対応如何でその者たちの意識構造に変化がもた らさ

れ ることは確実といえよう。それ こそ、それぞれの企業の目指すべき人材戦略の方向性に負 うところで

あるが、かっての 日本的経営の基本 とされた同質的で強固な帰属意識をもつ男性主体の組織はもはや存

立不可能であることから、そ うした従来型の人材をいかに動機付けるかは重要な課題 である。

また、今回の調査では、あらゆるクラスターにおいて 「仕事と家庭の両立」が理想の職場の要件 とし

て重要視されていたことも注目に値する点であった69。これに呼応するよ うに、仕事観に関する質問のな

かでも、生活の中心は 「仕事以外」 とする傾向が回答者全般に多く見られ、そのなかでは例外的に仕事

中心度の高かったクラスター3に おいてもf仕 事と家庭の両立」は重視項 目の上位にランクされていた。

このように、仕事 と私生活 との均衡問題 は単に女性のみならず若年層全般に共通する関心事であり、就

職後の職業生活を考える上で決 して軽視することはできない重要な要素であることを彼 らは認識 してい

るものと考え られ る。その点、 これか らの企業の人事管理において、従業員のワークライフバ ランスに

配慮 した制度の確 立 ・運営が求められていくことは必至 といえよう。また、男性のなかにも伝統的な男

性役割観では考えられないよ うな(い わゆる女性的な)働 き方 を希望する者 もいることをふまえ、性別

にとらわれない職種別採用な どによって真に適材適所 を心がけ、その人たちにとってや りがいのある仕

事を与えていく工夫も今後ますます重要となるであろ う。

ε6性別役割分業に対する意識が極めて古風なクラスター2と3 、昇進意識が最も強いクラスター4に 女性割合が低い。6T
昇進にはまったく関心がなく、仕事への熱意もあまりないいわゆるのんきなOLタ イプ

。8ジェンダーフリー度が高く
、安定 した職業生活を送ることを何よりも重視するタイプ

69表5を 参照のこと
。
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2)就 職 活動 の あ り方 につ いて

就職活動のあ り方に関 しては、男女間で有意差がみ られた項 目とクラスター間で有意差が見 られた項

目とで、全体の質問群が大別 される結果 となった70。つまりは、就職活動にどう取 り組むか といった活動

自体への物理的対応に関する質問項 目では回答傾向に性差の影響が大きく、就職先選定上の判断基準や

活動に対する自己評価な ど観念的項 目への反応では、 クラスター間での差異が有意 となった。

たとえば、就職活動の開始時期や活動量、活動結果 などの項 目については、環境要因の影響が大きく、

男女別での差異が顕著であった。女子大生には、ここ数年において も採用難が続いてお り、それへの対

応上必死の覚悟で就職活動に取 り組まざるをえない事情がある。女性は男性 に比べ就職活動の開始時期

が早 く、その量も多い とい う結果はそ うした状況を映 し出 している。また、活動中の男女差別的扱いの

有無や内定企業数、就職先での採用区分、就職 志望度などの項 目でも、その結果は女性特有の厳 しい就

職状況を反映 してお り、 どの回答 も男性に比べ否定的な方向を示 していた。

また、興味深い点 として、就職先での予定勤続年数を問 う項 目で、男女間、並びにクラスター間で有

意差が認め られたことがあげられる。 というのも、就業意識に関する質問として(観 念的な意味での問

い)、 長期勤続志向か転職志向かを尋ねた際には、男女差が検出されなかったにもかかわ らず、目前の就

職先では予定勤続年数への回答で男女異なる傾向が認められた とい う、まさに先行研究で示 された、高

学歴女性の 「高い就業意識 とは裏腹な就業実態」が実証 される結果 となった。この理 由として、一般論

としての就業継続意識への問いと違って、就職先での予定勤続年数に関する問いは、現実に女性 として

考えざるをえない 出産 を含む人生設計問題、つま りは育児役割への意識と密接に関わる問題 であるだけ

に、男女差が検出 され る結果になった と推察される。

次に、クラスター間で有意差があった主な項 目は、就職先の選定基準や活動に対す る自己評価に関す

る質問、並びに就職結果に対す る満足度や心の揺れを問 う質問などで、いずれの項 目においても男女間

での差異は認められず、クラスター間のみに有意差が検出 された。就職先の選定基準では、クラスター

別の特徴が浮 き彫 りにされ、就職予定企業の業種や規模で も、それぞれの志向が反映 された結果 となっ

た。 また、重要な視点として、就職活動に対する自己評価や就職先への満足度 といった、いわば就職活

動の成功度を測る主要な項 目で、男女別の有意差はなく、クラスター間での差異だけが認 められた点は

大変興味深い。就職活動の成功 ・不成功はあ くまで も本人の主観的評価次第で、他人が判断できるもの

ではない。今回の質問項 目では、結果に対する自己採点や満足度を当人にダイ レク トに尋ねてお り、そ

の意味では、まさに就職の成否が表された ものといえる。少なくともこれか ら就職す る企業に対 して満

足度が高 く、その決定を 自ら高く評価 してい る者 は、その後の職業生活に対 しても前向きな気持ちで臨

むことが容易に予想 される。従 って、そこでの結果に表れた数値は、評価基準に若干の個人差はあるも

のの、企業にとって、採用を決定 した新卒者の就職後の勤労意欲や 能力発揮の可能性を占う重要な意義

をもつものと推察 され る。今回の調査で、就職先に対 して特に高い評価を下 していた71のは、クラスター

70た だ し
、就職 先 で の 昇 進 希 望 レベ ル と希 望 勤 続 年 数 の 項 目で は 、男 女 別 、ク ラス ター 別 とも に有 意 差 が 検 出 され た 。

71就 職 先 に対 す る 「満 足 度 」
、 「心 の 揺 れ 」、 「自 己採 点」g)3っ の項 目に 対す る反 応 で 、押 しな べ て 高 得 点 だ った の は

ク ラ ス ター6と5の2グ ル ー プ で あ っ た 。
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6と クラスター-5であったが、これ らのクラスターは共通 して、ジェンダーフリー度が高く、Y理 論的な

仕事観をもち、理想の仕事や職場の条件 としては、共に、仕事のお もしろさを最重要視 し男女差別のな

いことも強 く望んでいた点が特徴であった。

こうした知見をふまえ、これからの企業の採用戦略 においては、暗黙の判断基準 として残存する性差

を基 とす る枠組みか ら脱却 し、様々な価値観や働 き方の多様性 を希求する現代の若年層に対応 した真に

効果的な人材獲得策を構築することが求め られる。性差から個人差へ、その判断基準を明確かつ実質的

に変革できるか否かが、今後の企業における採用活動の成否を左右することはまちがいない。

6.今 後 の研 究課 題

本調査の対象者は大学4年 生で就職活動を行なったのちにアンケー ト調査を実施 していることか ら、質

問への回答が、本来学生たちが活動前に抱いていた感 じよりやや現実的 な方向に動いていた可能性があ

る。学校教育の現場では、学生たちはさほど大きな男女差別を感 じることはないが、就職活動を経験す

るに至っては、現実社会における実質的男女差を肌で感 じ、 自らの就職 に対す る考え方 もそれに応 じて

変化せ ざるを得ない状況もあった と考え られる。当然のことなが ら、 この変化は女性のなかに顕著に表

れるもの と思われ る。女性たちは、その差別が単に就職活動のみならず将来のキャリア設計においても

影響を及ぼす ことを察知 したはずである。その点、同 じ大学生で も3年生以下の就職活動を経験 していな

い層では、今回の対象者とは異なる意識構造をもっていることが予想 され、 より純然たる大学生の意識

を捉える意味ではそのほ うが適切であったと思われる。

一方
、結婚や育児 といった事柄にっいての質問になると、学生にとって現実生活 とはかけ離れたテー

マになるせいか、女性の回答が他の先行研究で示 された結果 よりもさらにジェンダーフリー度の高い傾

向を示 していた。先行研究によれば、実際の高学歴女性の就業パターンは、育児に対する役割意識から

就業を中断 して しま うケースが多いとされたが、今回の調査では、男性 の育児参加 を強 く要請する意向

が示 され るとともに、結婚後のキャ リア継続に関する質問でも、半数近い女性が 「夫婦で分担 しながら

就業継続」を望む結果 となった。女性のキャリア継続 は家庭生活 との両立問題 と不可分な関係 にあるだ

けに、今回の結果にみる学生たちの意識が、就職後、結婚や出産 といった様 々なライフステージを経て

どのように変化 してい くのか、また、根強いとされる3歳児神話 と就業パターンの選択との関わりはいか

なるものなのか、今後の研究課題 としたい。
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